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平成１９年３月５日制定（国空乗第５５１号）

平成２３年６月29日一部改正（国空乗第１２８号）

平成２４年３月30日一部改正（国空航第８５８号）

国土交通省航空局安全部運航安全課長

航空身体検査証明制度の運用について

１．航空身体検査証明制度の概要

航空機乗組員（注１）は、航空機に乗り組んでその運航を行うためには、国土

交通大臣又は指定航空身体検査医（注２）が交付する航空身体検査証明書（注３）

を携帯しなければならない。（航空法（以下「法」という。）第28条第1項、第67

条第2項）

（注１）航空機乗組員

航空機乗組員とは、航空機に乗り組んで航空業務を行う者であって、

法第24条に定める定期運送用操縦士、事業用操縦士、自家用操縦士、准

定期運送用操縦士、１等航空士、２等航空士、航空機関士及び航空通信

士の資格に係る航空従事者技能証明（法第22条）（以下「技能証明」と

いう。）を有する者をいう。

（注２）指定航空身体検査医（以下「指定医」という。）

指定医とは、法第31条の規定に基づき国土交通大臣が指定した医師を

いう。

（注３）航空身体検査証明書

a. 国土交通大臣又は指定医は、申請により、技能証明を有する者で航空

機に乗り組んでその運航を行おうとするものについて、航空身体検査証

明を行う。（法第31条第1項）

b. 航空身体検査証明は、申請者に航空身体検査証明書を交付することに

よって行う。（法第31条第2項）

c. 国土交通大臣又は指定医は、申請者が有する技能証明の資格に係る身

体検査基準（航空法施行規則（以下「規則」という。）第61条の2第1項、

第2項、別表第4）に適合すると認めるときは、航空身体検査証明をしな

ければならない。（法第31条第3項）

２．航空身体検査証明の手続等

（１）航空身体検査
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ア．航空身体検査証明を申請しようとする航空機乗組員は、航空身体検査指定

機関（以下「指定機関」という。）（注４）において航空身体検査を受けな

ければならない。（指定機関において本人確認等が行われるので、身分証明

書等を携帯すること。）

（注４）航空身体検査指定機関

規則第62条の2第2項に規定する要件に適合する医療機関等で、国土交

通大臣が指定したものをいう。

イ．航空身体検査の実施

① 航空身体検査を実施する指定機関の検査医又は指定医は、申請者が航空

身体検査証明申請書（規則第22号様式）に記入した既往歴等の申告内容を

確認してから各検査項目の検査を実施すること。

なお、申請者が航空身体検査証明を更新しようとする場合には、前回の

航空身体検査の結果の記録（規則第61条第2項）を確認すること。前回の

検査記録を確認できない場合には、初回検査とみなして航空身体検査を実

施する場合を除き、航空身体検査証明を行ってはならない。初回検査とみ

なした場合は、過去の国土交通大臣の判定等を確認すること。

② 検査項目については、規則別表第4の第1種・第2種身体検査基準の運用

・解釈について航空局長が定めた「航空身体検査マニュアル」（注５）に

従い実施されなければならない。

（注５）航空身体検査マニュアルは、航空機乗組員の心身の状況が身体検査基

準（規則別表第4）に適合するかどうかの審査に際し、その検査及び判

定方法の適正かつ統一的な運用を図るための指針として定められたも

の。

下記の検査については次のとおり実施するものとする。

色 覚 検 査： 原則として初回（注６）の航空身体検査時に実施

すること。

眼 圧 検 査： 眼圧の測定は、下記のとおり実施すること。ただ

し、眼圧の上昇を認めるもの、緑内障の疑いがある

もの等は必要に応じて下記以外の検査時にも眼圧測

定を実施すること。

［第１種］

初回の航空身体検査時、４０歳に達した後の最初

の航空身体検査時、その後は前回の検査から１年に

１回の間隔で実施すること。ただし、４０歳以上、
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かつ、有効期間が１年未満の者は前回の検査から１

年を経過する直前の航空身体検査時に実施するこ

と。

［第２種］

ⅰ 自家用操縦士の資格についての技能証明のみ

を有する者にあっては、初回の航空身体検査時

及び４０歳に達した後の最初の航空身体検査時

に実施し、その後５０歳に達するまでの間は、

前回の検査から２年に１回の間隔で実施し、５

０歳に達した後は前回の検査から１年に１回の

間隔で実施すること。ただし、４０歳以上５０

歳未満、かつ、有効期間が２年未満の者は前回

の検査から２年を経過する直前の航空身体検査

時に実施し、５０歳以上、かつ、有効期間が１

年未満の者は前回の検査から１年を経過する直

前の航空身体検査時に実施すること。

ⅱ 自家用操縦士以外の資格についての技能証明

を有する者にあっては、初回の航空身体検査時、

４０歳に達した後の最初の航空身体検査時、そ

の後は前回の検査から１年に１回の間隔で実施

すること。ただし、４０歳以上、かつ、有効期

間が１年未満の者は前回の検査から１年を経過

する直前の航空身体検査時に実施すること。

安静時心電図検査： 安静時心電図検査は、下記のとおり実施するこ

と。ただし、問診等により必要を認めた場合は、

下記以外の検査時にも心電図検査を行い、十分に

検討すること。

［第１種］

初回の航空身体検査時及び３０歳に達した後の

最初の航空身体検査時に実施し、その後４０歳に

達するまでの間は、前回の検査から２年に１回の

間隔で実施し、４０歳に達した後は、前回の検査

から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、

３０歳以上４０歳未満、かつ、有効期間が１年未

満の者は、前回の検査から２年を経過する直前の
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身体検査時に実施し、４０歳以上、かつ、有効期

間が１年未満の者は、前回の検査から１年を経過

する直前の航空身体検査時に実施すること。

［第２種］

ⅰ 自家用操縦士の資格についての技能証明のみ

を有する者にあっては、初回の航空身体検査時

及び３０歳に達した後の最初の航空身体検査時

に実施し、その後４０歳に達するまでの間は、

前回の検査から５年に１回の間隔で実施し、４

０歳に達した後は最初の航空身体検査時に実施

し、その後は前回の検査から２年に１回の間隔

で実施し、５０歳に達した後は、前回の検査か

ら１年に１回の間隔で実施すること。ただし、

３０歳以上４０歳未満、かつ、有効期間が５年

未満の者は前回の検査から５年を経過する直前

の航空身体検査時に実施し、４０歳以上５０歳

未満、かつ、有効期間が２年未満の者は前回の

検査から２年を経過する直前の航空身体検査時

に実施し、５０歳以上、かつ、有効期間が1年

未満の者は、前回の検査から1年を経過する直

前の航空身体検査時に実施すること。

ⅱ 自家用操縦士以外の資格についての技能証明

を有する者にあっては、初回の航空身体検査時

及び３０歳に達した後の最初の航空身体検査時

に実施し、その後４０歳に達するまでの間は、

前回の検査から２年に１回の間隔で実施し、４

０歳に達した後は、前回の検査から１年に１回

の間隔で実施すること。ただし、３０歳以上４

０歳未満、かつ、有効期間が１年未満の者は、

前回の検査から２年を経過する直前の身体検査

時に実施し、４０歳以上、かつ、有効期間が１

年未満の者は、前回の検査から１年を経過する

直前の航空身体検査時に実施すること。

胸 部 ｴ ｯ ｸ ｽ 線 検 査： 初回の航空身体検査時に実施し、その後は問診・

診察上必要と判断した場合にも実施すること。
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脳 波 検 査： 初回の航空身体検査時、航空事故又は他の事故等

により頭部に衝撃を受けた後の最初の航空身体検査

時及びその他診断上必要と認められた場合に実施す

ること。

（注６）初回とは、初めて航空身体検査証明を申請する場合をいう。

更新とは、次の場合をいう。

a.現に有している航空身体検査証明を継続するために申請する場合。

b.航空身体検査証明の有効期間が経過した後、再び航空身体検査証明を申

請する場合。

c.技能証明の資格変更に伴って航空身体検査証明を申請する場合。

（２）航空身体検査証明の申請

航空身体検査証明の申請は、指定機関において申請前1ヶ月以内に受けた検

査の結果を記載した航空身体検査証明申請書1通（更新の場合は前回の航空身

体検査の結果の記録を添付すること。）を国土交通大臣又は指定医に提出する

ことによって行う。（規則第61条）

（３）航空身体検査証明申請書の記入要領

航空身体検査証明を申請する航空機乗組員、航空身体検査を実施する指定機

関及び航空身体検査証明を行う指定医は、別に定める「航空身体検査証明申請

書記入要領」に従い所定の事項を記入すること。

（４）航空身体検査証明書の交付等

ア．適合者

国土交通大臣又は指定医は、申請者の航空身体検査の結果が身体検査基準

に適合していると認めるときは、航空身体検査証明書（規則第24号様式）を

申請者へ交付する。この場合、指定医は航空身体検査証明申請書に所定の事

項を記入して押印し、写し3通を作成の上、原本は指定医が保存（5年間）し、

写し1通は申請者に返付し、他の写し2通は10日以内に国土交通大臣に提出す

ること。

（送付先）〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3

国土交通省航空局安全部運航安全課あて

イ．不適合者

指定医は、申請者の航空身体検査の結果が身体検査基準に適合しないと認

めるときは、航空身体検査証明を行ってはならない。この場合、ア．と同様、
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申請書の写し3通を作成の上、原本は指定医が保存（5年間）し、写し１通は

申請者に返付し、他の写し2通は10日以内に国土交通大臣に提出すること。

（５）国土交通大臣の判定申請

ア．指定医は、航空身体検査の結果、不適合とした申請者に対し、国土交通大

臣の判定を受けることができる旨を通知すること。（規則第61条の2第3項）

イ．申請者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合には、申請書の写し1

通に、別に定める「国土交通大臣の判定を受けるための書類作成要領」に従

い作成した書類（必要な検査資料等）を添付の上、国土交通大臣に提出する

こと（送付先は上記住所に同じ。）。

ウ．国土交通大臣は、国土交通大臣の判定の申請があった場合、適否の判定を

行い、その判定結果を申請者及び当該指定医に通知するとともに、身体検査

基準に適合するとみなした者（大臣判定適合者）に対して航空身体検査証明

書を交付する。（注７）

（注７）申請書の写しには、国土交通大臣による判定の結果等が記載され、そ

の原本は申請者へ返付される。また、検査資料等の書類（原本に限る。）

は返送される。

エ．国土交通大臣は、大臣判定適合者に対して、必要な指示等（規則第61条の

2第3項の規定に基づく検査等の指示、同第4項の規定に基づくケースクロ

ーズ指示／特別判定指示）を行う。また、規則第61条の3第3項の規定に基

づき、航空身体検査証明の有効期間の短縮指示を行う。詳細については、

航空身体検査マニュアルⅡ．４．大臣判定申請の項を参すること。

（６）航空身体検査証明の有効期間等

ア．航空身体検査証明の有効期間は、当該航空身体検査証明に係る航空身体検

査証明書の交付の日（以下、「交付日」という。）から起算して、次の表の

左欄に掲げる技能証明の資格ごとに、同表の中欄に掲げる区分に応じてそれ

ぞれ同表の右欄に定める期間が経過する日までの期間とする。ただし、航空

身体検査証明の有効期間が満了する日（以下、「満了日」という。）の４５

日前から当該満了日までの間に新たに航空身体検査証明書を交付する場合

は、その交付日から、当該満了日の翌日から起算して、同表の左欄に掲げる

技能証明の資格ごとに、同表の中欄に掲げる区分に応じてそれぞれ同表の右

欄に定める期間が経過する日までの期間とする（規則第６１条の３第１項）。
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資格 区分 有効期間

定期運送用操縦 旅客を運送する航 第６１条の４に規 １年

士 空運送事業の用に 定する航空身体検

供する航空機に乗 査 証 明 の 起 算 日

事業用操縦士 り組んで、一人の （以下、この表に

操縦者でその操縦 おいて単に「起算

を行う場合 日」という。）に

おける年齢が４０

歳未満

起算日における年 ６月

齢が４０歳以上

航空運送事業の用 起算日における年 １年

に供する航空機に 齢が６０歳未満

乗り組んでその操

縦を行う場合（前

項の場合を除く。） 起算日における年 ６月

齢が６０歳以上

その他の場合 １年

自家用操縦士 起算日における年齢が４０歳未満 ５年又は起算日から４２

歳の誕生日（その者の誕

生日が２月２９日である

ときは、その者のうるう

年以外の年における誕生

日は２月２８日であるも

のとみなす。以下この表

において同じ。）の前日

までの期間のうちいずれ

か短い期間
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起算日における年齢が４０歳以上５０ ２年又は起算日から５１

歳未満 歳の誕生日の前日までの

期間のうちいずれか短い

期間

起算日における年齢が５０歳以上 １年

准定期運送用操 航空運送事業の用 起算日における年 １年

縦士 に供する航空機に 齢が６０歳未満

乗り組んでその操

縦を行う場合

起算日における年 ６月

齢が６０歳以上

その他の場合 １年

一等航空士 １年

二等航空士

航空機関士

航空通信士

イ．航空身体検査証明の満了日前に新たに航空身体検査証明書の交付を受け、

これを受領したときは、従前の航空身体検査証明の有効期間は、満了したも

のとみなす（規則第６１条の３第２項）。

ウ．国土交通大臣又は指定航空身体検査医は、国土交通大臣が、身体検査基準

の一部に適合しない者のうち、その者の経験及び能力を考慮して身体検査基

準に適合するとみなしたものについて、有効期間を短縮することができるも

のとする（規則第６１条の３第３項）。ただし、指定航空身体検査医は、国

土交通大臣の指示に基づいてのみ、有効期間を短縮することができるものと

する。

エ．平成24年3月31日以前に、規則第61条の2第4項の規定に基づく特別判定指

示（マニュアルⅡ-4及びⅡ-8を含む。）の判定を受けた者の有効期間は、ア．

の期間と旧法の期間のうち、いずれか短い期間とする。
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オ．規則第61条の3第2項の規定により航空身体検査証明の有効期間が満了した

ものとみなされたとき（当該航空身体検査証明の満了日前に新たに受けた航

空身体検査証明に、従前の航空身体検査証明に付されていなかつた条件又は

付されていたものと異なる条件が第六十一条の二第五項の規定により付され

たときに限る。）は、航空身体検査証明書又は航空機操縦練習許可書を所有

し、又は保管する者は、十日以内に、その事由を記載した書類を添えて、こ

れを国土交通大臣に返納しなければならない（規則第７２条第３項）ことを

指定医は申請者に通知すること。

カ．准定期運送用操縦士の資格を有する者に対し、証明書（第１種航空身体検

査証明書である場合に限る。）の裏面に、旅客を運送する航空運送事業の用

に供する航空機に乗り組んで、一人の操縦者でその操縦を行う場合の有効期

間の満了日を記すこと（規則第２４号様式）。

キ．自家用操縦士の資格を有する者であつて、証明書（第２種航空身体検査証

明書である場合に限る。）の交付の日における年齢が50歳未満のものが、そ

の日の後、一等航空士、二等航空士、航空機関士又は航空通信士の資格を取

得したときの有効期間の満了日を、証明書の裏面に記すこと（規則第２４号

様式）。

（７）航空身体検査証明書の再交付

航空身体検査証明を受けた者が、航空身体検査証明書を失い、破り、よごし、

又は本籍、住所若しくは氏名を変更したため、再交付を申請するときは、再交

付申請書（規則第28号様式）を国土交通大臣又は指定医に提出すること。申請

内容が正当と認められるときは航空身体検査証明書が再交付される。（規則第

71条）

（８）手数料

国土交通大臣に航空身体検査証明又は航空身体検査証明書の再交付を申請す

る者は、手数料として航空法関係手数料令に定められた金額（注10）の収入印

紙を申請書の所定欄に貼付して申請すること。

（注10）航空身体検査証明申請 2,450円

再交付申請 550円（平成19年3 月 5 日現在）
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（９）報告徴収及び立入検査

国土交通大臣は、航空身体検査の適正な実施を確保するため、必要があると

きは、指定医に対する報告徴収及び指定機関に対する立入検査を実施する。（法

第134条）

（10）罰則等

ア．指定航空身体検査医の罪

指定航空身体検査医が第31条第3項の身体検査基準に適合しない者につい

て、航空身体検査証明を行ったときは、1年以下の懲役又は30万円以下の罰

金に処する。（法第149条の2）

イ．所定の資格を有しないで航空業務を行う等の罪

偽りその他不正の手段により航空身体検査証明書の交付を受けた者は、1

年以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。（法第149条）

ウ．航空身体検査証明書の様式、交付、再交付及び返納に関する事項その他航

空身体検査証明に関する実施細目は、国土交通省令に定められ、この命令の

規定に違反した者は、10万円以下の過料に処する。（法第36条、法第162条）

エ．報告義務

指定航空身体検査医は、申請者が偽りその他不正の手段により航空身体検

査証明書の交付を受けようとしたと認めるときは、遅滞なく、その旨を国土

交通大臣に報告しなければならない。（規則第61条の4第3項）

３．附則

（１）本要領は、平成19年4月1日以降に行われる航空身体検査証明申請について適

用する。

（２）本要領の適用により、「航空身体検査証明制度の運用について（平成14年 1

月15日付け国 空乗第1635号）」は、廃止する。

附則（平成23年６月29日）

本要領は、平成23年7月1日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用す

る。

附則（平成24年３月30日）

本要領は、平成24年4月1日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用す

る。


